様式第３号（要綱第２条関係）

事業報告書
１　申請者情報
	所在地
	〒〇〇〇―〇〇〇〇
日立市〇〇町〇丁目〇番〇号

	法人番号
	〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

	主な業種
	精密機械加工・医療機器部品製造

	資本金
	〇〇〇〇万円

	従業員数
	〇〇名

	申請担当者
	役職氏名
	代表取締役　日立太郎
	電話番号
	0000－00－0000

	
	メールアドレス
	abc@x.co.jp


２　事業の内容
（１）事業の概要
	計画名
	熟練技術者がもつノウハウ継承のための取組

	実施場所
	自社

	実施期間
	令和８年〇月〇日から令和８年〇月〇日まで


（２）事業の実施状況
	実施概要

	制作プロセスは、研修講師招へいから始まり、5名の熟練技術者による作業映像撮影・編集、マニュアル作成を行った。
またメンター制度を導入し、若手5名と先輩が月1回の実務協働を実施し、技術習得をサポートした。

	事業の成果および効果

	成果として、全作業フローを動画・マニュアル化した資料は全30部作成し、社内共有倉庫に格納。若手技術者の熟練度指数は10 ％向上、作業時間は平均15 ％短縮した。
メンター制度導入後、認定技術者の離職率が前年同期間より20 ％低下し、社内技術継承スキームを標準化した。

	数値目標の達成状況

	数値目標は、動画・マニュアル化完了率90 ％、若手技術者熟練度指数10 ％向上、離職率20 ％低下と設定。実績では全作業フローを100 ％完成し、若手熟練度指数は12 ％向上、離職率は25 ％低下を実現。

	成果・目標達成状況を踏まえた今後の展望

	完成したノウハウ体系を社内研修カリキュラムに組み込み、1年以内に全技術者を対象とした社内研修を実施する。また、外部専門家を招いた定期セミナーを開催し、技術者の継続学習を促進。収益面では、ノウハウの共有により製造プロセスの効率化をさらに推進し、翌年度の受託案件拡大を目指す。


３　経費の内訳等
（１）経費の内訳
	区分
	事業に要した経費
	摘要（積算根拠等）

	謝金
	800,000
	講師への謝金

	委託外注費
	1,400,000
	データベース構築、マニュアル用動画撮影

	印刷製本費
	200,000
	マニュアル製本

	
	
	

	合計
	2,400,000
	事業に要した経費（Ｂ）


（２）補助金精算額
	区分
	金額
	摘要（積算根拠等）

	交付決定額（Ａ）
	800,000
	交付決定を受けている場合に記入

	事業に要した
経費（Ｂ）
	2,400,000
	

	精算額
	800,000
	Ｂの１／３の額とＡのいずれか低い額（千円未満切り捨て）



４　補助金の振込先
	金融機関名
	〇〇銀行
	支店名
	〇〇支店

	預金の種類
	普通
	口座番号
	0000000

	フリガナ
	ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔ　ﾋﾀﾁﾀﾛｳ

	口座名義人
	株式会社　日立太郎



